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開 催 趣 旨
今、多くの日本企業にとって企業価値をいかに向上させるかが重要な課題になっております。本来、経営者は株主な
どの投資家の意向を受けて、経営を監視し、企業価値を向上させるのがその役割であり、新会社法施行のもと、その
機能強化が強く求められております。こうした観点から本研修では、取締役・執行役員を対象にしてその役割・機能を
ふまえ、企業革新を推進する変革者としての育成を図ってまいります。趣旨ご高察の上、貴社の取締役・取締役候補者
および執行役員をご派遣いただきますようお願い申し上げます。

目的・ねらい
１．企業価値向上のための経営革新を図る構想力を持った変革者としての取締役・執行役員の育成。
２．取締役・執行役員として必要な商法・会社法等の法的知識の習得。
３．全社的視点での、キャッシュフローや税効果会計を含む財務・経営指標の理解と活用。
４．取締役・執行役員としての行動指針・リーダーシップの明確化。
５．コーポレートガバナンス・コード【原則4－14．取締役・監査役のトレーニング】への適応。

参加・申込要項

１．福岡開催分のお申込みは、当財団ウェブサイトから日本生産性本部の申し込み画面へ移動のうえ、必要事項
をご入力ください。また備考欄に「九州」とご入力をお願いいたします。

　確定後、日本生産性本部より参加証、ご請求書、その他事前課題などをお申込み窓口に郵送させていただき
ます。

　なお、福岡開催以外の日程会場もご紹介いたしておりますが、そちらは日本生産性本部のホームページより
お申込みいただくことになります。ご参加の受付は、先着順とし定員になり次第、締切らせていただきます。

２．参加のご案内（参加証）および請求書は、開催1ヵ月前をめどにお送りいたします。
３．参加費のお支払いは、コース開催前日までにお振込み願います。（消費税10％を参加料に含めております。税
率が変更された場合は、原則事業開始日の税率適用した消費税を含めた金額を特にご案内なく参加料とい
たしますので、ご了解ください。）

４．お申込み後、ご参加できなくなった場合、開催日より8営業日前までに、事務局までご連絡ください。それを過
ぎますとキャンセル料を申し受けます。詳細は事務局までお問い合わせください。開催1か月前を目途に、事
前課題として、①ケース資料、②参考図書・資料を送付します。送付後、キャンセルとなった場合、8営業日前で
あっても該当資料は実費ご請求申し上げますので、その旨ご了解ください。

５．宿泊なしの通学も可能です。その際は宿泊代は不要です。 

経営者の出講 （過去実績）

得られる成果
１．戦略思考の概念理解と戦略策定・意思決定能力の質的向上。
２．取締役・執行役員に必要な法務・財務的知識の効果的活用方法の把握。
３．経済動向や企業環境の変化を踏まえた、経営革新への戦略視点の構築。
４．取締役・執行役員としての自覚、覚悟の醸成。（従業員としての意識からの脱却）

コースの特徴
１．トップ・リーダーとしての戦略的意思決定力の強化。
２．各テーマに精通した経験豊かな講師陣による実践的指導。
３．少人数のグループ討議によるワークショップや経験交流に
よる異なった視点での相互学習と啓発。

４．ケース研究や演習など参加型の研修を通じた経営課題の
実践的解決能力の学習。

企業革新の担い手としての
起業家的経営者の育成

取締役としての企業観・経営観

企業経営品質の向上

新会計基準

経営判断力

法律知識

戦略的思考

福岡コース
（2025年8月）

3日で役員の基礎を学ぶ

■ 詳細お問い合わせ ■
日本生産性本部 コンサルティング部 経営開発センター「取締役・執行役員研修」事務局
〒102-8643 東京都千代田区平河町２丁目13－12　 TEL （03）3511－403１　FAX （03）3511－4056

URL：https://www.jpc-net.jp

■ お申込み先・お問い合わせ先 ■
公益財団法人　九州生産性本部 （担当：和田・水口）

〒810-0004 福岡市中央区渡辺通２丁目1－82 電気ビル共創館６階
ＴＥＬ（092）771－6481  ＦＡＸ（092）771－6490

URL：https://qpc.or.jp/
●安川電機　代表取締役会長
●日本精工　元取締役代表執行役副社長
●クレディセゾン　代表取締役会長

小笠原 浩 氏
町田 　尚 氏
林野 　宏 氏

■対　象：取締役・執行役員（就任予定者も可）
■定　員：50名程度
■開催日：〔合宿2泊3日〕
　　　　 福岡コース／2025年8月20日（水）～22日（金）
　　　　 〈会場〉 博多エクセルホテル東急

〈対　象〉取締役・執行役員（就任予定者も可）
〈定　員〉50名程度
〈参加費〉（税込）
　209,000円（賛助会員） 231,000円（一般）

ウェブサイトから
お申込みください

＊申込みは日本生産性本部のホームページからのお申込みとなります。備考欄に「九州」と
　ご入力をお願いいたします。

https://qpc.or.jp/seminar/_2044/_3082.html

■参加費：209,000円（賛助会員） 231,000円（一般）（10％消費税込）
●開催1ヶ月前に事前課題（財務、経営戦略コース等）を送付いたします。
●福岡会場以外については、日本生産性本部ＨＰ https://www.jpc-net.jpからお申込みください。
　（日本生産性本部　階層別研修・経営者で検索ください）
　最新の状況はホームページをご参照ください。

他地区の開催日程・場所のご紹介 ＊東京・京都でも開催いたしております。
〈東京〉第150回 2025年 7月16日（水）～18日（金）相鉄グランドフレッサ東京ベイ有明
〈東京〉第151回 2025年 9月17日（水）～19日（金）相鉄グランドフレッサ東京ベイ有明 
〈京都〉第 11回 2025年10月15日（水）～17日（金）京都東急ホテル
〈東京〉第152回 2025年11月19日（水）～21日（金）相鉄グランドフレッサ東京ベイ有明 
〈東京〉第153回 2025年12月17日（水）～19日（金）相鉄グランドフレッサ東京ベイ有明 
〈東京〉第154回 2026年 2月18日（水）～20日（金）相鉄グランドフレッサ東京ベイ有明

九州生産性本部　取締役 検 索

※本コースは合宿が基本コースとなります。＜会場での宿泊２泊（朝食付き）、夕食兼懇親会(1日目）１回、昼食（2日目）1回、夕食（2日目）1回：「宿
泊から通学へ」の変更希望があります場合には、参加証に同封いたします。【通学受講へ変更 依頼書】にてご連絡下さい。〈通学は、夕食兼懇
親会（1日目）1回、昼食1回（2日目）となります〉
※別途宿泊費・食事代：24年度実績5万円程度（宿泊×２、朝食×２、昼食×１、夕食兼懇親会×１、夕食×１） 
※通学参加の場合の食事代：24年度実績 13,000 円程度（夕食懇親会×1、昼食×１）  
お申込み後、キャンセル不可の場合には、お召し上がりにならない場合でも、上記（※）はご請求いたします。



主な講師陣紹介 （順不同・予定）　

参加者の評価

主な派遣企業（実績）

◆ 会社の進むべき方向、ステークホルダーとの関係、具体的な企業戦略の展開など､今後の自己改革に役立つ内容であった。
◆ 実践に裏付けられた講義は非常に興味深く、極めて示唆に富んでいた。
◆ 「取締役の財務」はとても良い内容で、大変参考になった。
◆ 「法務」について更に勉強する必要を実感した。
◆ 単なる講話でなく「役に立つ」、「内容のある」講義が有益であった。
◆ 法務、財務の専門性の高い講義と、経営戦略のケース研究は大変参考になった。
◆ 異業種の同じ立場の方々と胸襟を開いた交流が有益であった。

プログラム構成

〈第１セッション〉法務
浅見 隆行 氏　アサミ経営法律事務所　代表弁護士
企業法務を専門とする気鋭の弁護士。債権債務整理、破産・
再生手続、合併・提携、労働問題等で、多くの実績あり。

〈第3セッション〉経営戦略
淺羽 茂 氏　早稲田大学ビジネススクール　教授
企業の競争戦略、企業間の協力関係、企業行動の日本的特
徴の分析、業界標準をめぐる企業間の競争・協力関係、日本的
な産業組織や同質的競争行動、JVなどの協力関係、日本市場
への外資の参入がもたらす競争のインパクト、流通業の新しい
ビジネスシステム創造といった問題が専門。

〈第４セッション〉経営分析と財務戦略
鍵谷 英二 氏　日本生産性本部　主席経営コンサルタント
　　　　　　　 公認会計士
1988年千葉大学法経学部法学科卒業。1988年太陽神戸銀
行（現三井住友銀行）入行。1993年青山監査法人（現ＰｗＣあ
らた有限責任監査法人）入所。1997年公認会計士登録。1998
年「日本生産性本部経営コンサルタント養成講座」を修了後、
経営コンサルタントとして、中堅中小企業を主なクライアントとし
企業の診断指導にあたり、現在に至る。企業の社長の視点に
立ち、自分が経営者だったらどうするかを常に考えている。

プログラム内容

第１セッション：法務　経営者が企業・事業運営上、最低限知るべき法務知識と判例を概説
①内容：役員として遭遇する法律全体像・法的責任の分離
②方法：講義・判例事例研究
・会社の構成（会社の分類・機関・株主総会・取締役会・株式の種類等）・取締役・執行役員の法的地位・法的義務・法
的責任・法務から見たコンプライアンス・内部統制

【関係法規】会社法、商法、労働法、金融商品取引法、コンプライアンスと内部告発、内部統制、独占禁止法、
　　　　　インサイダー取引規制、ＩＲ、下請法等・事例研究

第３セッション：経営戦略　経営戦略の概要・キー概念とその展開方法についてのケース学習による理解
①内容：経営戦略とは何か、戦略フレーム、戦略的視点
②方法：講義とケース討議（企業戦略と競争戦略の２つのケースを使用）
・企業（全社）戦略：事業の定義（ドメイン）・多角化戦略・分化と統合（Make Or Buy）・
　　　　　　　　　SWOT分析・PPM・成長ベクトル
・競争（事業）戦略：業界構造分析・競争の基本戦略（コストリーダーシップ・差別化・集中化）、
　　　　　　　　　戦略ドライバー・バリューチェーン・ビジネスモデル

第６セッション：これからの企業経営と取締役・執行役員への期待 （全体討議＋講義）
「今後の経営に関して経営者として考えるべきテーマ・課題」についての参加者討議を行い、出講経営者の講義と全体討
議により、取締役・執行役員に求められる行動指針を明確にします。
＊議論テーマ例：「経営環境の変化の中で常に変革を行い、企業価値を向上させるにはどうしたらよいか」
　　　　　　　 「企業価値の向上、イノベーション創出への経営者の役割と企業統治確立」等

第５セッション：企業倫理　経営者に求められる企業倫理の基本と防止策、役員の役割の理解
①内容：・注目すべき最近の企業倫理の動向・企業倫理の仕組みの再確認
　　　　・防止策とケース学習による役員としての意思決定〈ケース：三菱自動車工業〉 
②方法：講義・事例討議　他社事例、演習　★企業倫理の必要性　★危機管理・不祥事リスク防止等

第４セッション：経営分析と財務戦略　財務の基本・経営分析の手法概説、財務諸表分析演習を通じ習得
①内容：企業財務の基本・経営分析（理論と経営分析実務演習）
②方法：講義と演習 ★ＢＳ／ＰＬ評価 ★キャッシュフロー ★連結会計 ★経営指標活用（ROE/ROA/EVA/CFROI）

第２セッション：ワークショップ　参加者間のケース討議
事業戦略や全社戦略に関するケースを分析してもらい、トップ･マネジメントとして如何なる意思決定をしていくことが望まし
いか、企業が進むべき方向に関する重要な意思決定；戦略的意思決定の本質を考察します。
★戦略の策定と実行のプロセス　★経営者の役割・リーダーシップ　★競争戦略、等

【経験交流】 【経験交流】

オリエンテーション
１．取締役・執行役員としての
　法律知識
　・新会社法の概要
　・取締役・執行役員の法的違い
　・取締役・執行役員の法的リスク
　・委任と法令に基づく責任　
　【事例・判例研究】

　アサミ経営法律事務所　　　　　
　代表弁護士　浅見 隆行 氏

２．ワークショップ
　〈経営戦略：ケーススタディ〉
　アップル等ケース・グループ討議

３．経営戦略（戦略視点と意思決定）
　・経営戦略の構造
　・ロジックと意思決定
　【ケース全体討議と講義】
　早稲田大学ビジネススクール　　　　　　　

　教授　浅羽 茂 氏・他

４．経営分析（会計）・財務戦略
　（経営分析と財務・経営指標）
　・財務諸表の構造・剰余金
　・キャッシュフロー分析・連結会計分析
　【講義と演習】
　日本生産性本部 主席経営コンサルタント　　

公認会計士　鍵谷 英二 氏・他
５．企業倫理
　・経営倫理の概念とリスク
　・トラブル事例と防止策
　・企業内展開の方法
　【講義と演習】

　埼玉大学大学院　　　　　 　　
　教授　水村 典弘 氏・他

６.これからの企業経営と
　取締役・執行役員への期待
　【講義と経営者との討議】
　・経営者の方と参加者で討議し今後の
　 経営について考察を深めます。
　㈱安川電機　　　　　　　　　　　　　

　代表取締役会長　小笠原 浩 氏
11：30　終 了

13：00　開 始

第　３　日第　２　日第　１　日
09：00

12：00

13：00

19：00

21：00

アサガミ、ウシオ電機、オエノンホールディングス、オムロン、エクシオグループ、キッセイ薬品工業、共同印刷、協同飼料、コビシ
電機、小松ゼノア、コマツソフト、サミット、三和コンピュータ、シスコシステムズ、ジャトコエンジニアリング、住友ゴム工業、セント
ラル石油瓦斯、第一貨物、第一法規出版、滝沢ハム、東洋インキ製造、帝人、トピー実業、ニイウス、日動火災海上保険、日新製糖、
日製産業、日本コムシス、日本総合住生活、日本電子データム、日本電波工業、日本ユニシス、富士電機システムズ、二葉商事、
ホーユー、北陸電話工事、三井造船、明治製糖、明治安田生命、安田不動産、ＢＣＮ、ＤＴＳ、イトーキクレビオ、関電工、キャタラー、
ジャックス、タカラ、ニッキ、日本水産、菱重コールドチェーン、日立ハイテクノロジーズ、ファンケル、ホンダエンジニアリング、マ
ルエツ、ミツバ、宮地鐵工所、森精機製作所、横森製作所、岡村製作所、大真空、高千穂交易、三進工業、三和コンピュータ、住商
オットー、小糸工業、第一実業、田中貴金属、東京アライドコーヒーロースターズ、日綜産業、日本電波工業、日本農薬、富士テクノ
サービス、埼玉りそな銀行、なとり、日本原子力発電、ＮＴＴドコモ、片岡物産、日本金属、フジ日本精糖ミツウロコ、日光ケミカル
ズ、荏原環境プラント、オートバックスセブン、オーテック、キッセイコムテック、協和エクシオ、クレハ運輸、新川、住友ナコマテリア
ルハンドリング、石油資源開発、高砂香料工業、東京水産ターミナル、豊田合成、ニチレイロジグループ本社、日産テクノ、日本製
紙ケミカル、日立公共システムサービス、富士通エフ・アイ・ピー、細川洋行、三浦印刷、横河電子機器、三菱地所ビルマネジメン
ト、ノーリツ、曙ブレーキ工業、大塚家具、かんぽ生命、ヤマキ、ＴＤＫ、Gcomホールディングス、ＴＯＴＯ、エスジーケミカル、オリオ
精機、イデックスオート・ジャパン、シュテルン福岡、コマツ宮崎、トップ保険サービス、ナバ開発、ニチバンメディカル、ファウンテ
ン・デリ、安川情報システム、王子ゴム化成、開成工業、ガスパル九州、キューヘン、キューレイ、サニクリーン九州、サン・ダイコー、
ステムニシツウ、スターフライヤー、ファーマダイワ、ヤマウ、リンテック、井筒屋、宮崎経済連直販、佐伯建設、新菱、西日本新聞総
合オリコミ、大分銀行、電盛社、同仁化学研究所、博運社、朋友、野田市電子、アドウェルズ、セイビ九州、ニチワ、フチカ、吉川工務
店、橋本商会、社七呂建設、八仙閣、富士ピー・エス、明菱、久光製薬、宮崎ガス、九建架線工事、九州機電工事、福岡労働衛生研究
所、三菱長崎機工、松尾建設、上野精機、城山観光、西日本コンサルタント、西日本プラント工業、西部ガス、西部ガス・カスタマー
サービス、西部ガスエネルギー、西部ガステクノソリューション、西部ガスリビング、西部電気工業、西部電気工業、大分デバイス
テクノロジー、長崎自動車、東亜工機、日之出紙器工業、日本ガスエネルギー、日本ガス、日本タングステン、八光オートメーショ
ン、福岡小松フォークリフト、平田機工、柳井紙工株式会社、柳井電機工業、櫻井精技他多数。

〈第5セッション〉企業倫理
水村 典弘 氏　埼玉大学大学院　教授
明治大学大学院商学研究科博士後期課程修了、博士（商
学）。亜細亜大学経営学部・講師、工学院大学・講師、埼玉大
学経済学部・助教授、埼玉大学大学院経済科学 研究科・助
教授を経て、2018年より埼玉大学大学院 人文社会科学研究
科 経済系 経営学研究領域 教授。著書に『現代企業とス
テークホルダー－ステークホルダー型企業モデルの新構想－』文
眞堂（2004）、学術論文に「現代の企業経営とステークホル
ダー－経営学とステークホルダー概念－」『社会科学論集』、埼
玉大学経済学会（2005）などがある。

〈第6セッション〉これからの企業経営と
　　　　　　　　　　　取締役・執行役員への期待
小笠原 浩 氏　㈱安川電機　代表取締役会長
1979年九州工業大学情報工学科卒業後、安川電機に入社。
2006年取締役 モーションコントロール事業部副事業部長。
2014年取締役 常務執行役員 技術開発本部長。2016年代
表取締役社長。2022年代表取締役会長兼社長。2023年代表
取締役会長（現任）。

（年間200社、250人以上）


